


























































































に思われ 。そこで、本稿では、委任状争奪戦における利益供与の問題を検討するこ にする。特に、反対派株主 よる利 提供の問題を中心に検討し、かかる行為の妥当性いかん つい 検討を加えることとする。
以下では、本稿のアプローチとして、まず、会社による利益供与の場合と反対派株主による利益提供の場合
とに分けて、委任状争奪戦における利益供与の問題を分析する。その次、利益供与禁止規定の中核となす会社法一二〇条一項の立法趣旨、現代的意義およびそ 射程範囲を検討 たうえ 、最後に、委任状争奪戦 局面における利益供与行為を規律する新たな利益供与禁止規定のあり方について 私見を述べ こ とする。




































ら、反対派 が利益 したとしても、こ ら 規定は適用され い。規制主体を会社に限らない会社法上の関連規定としては、会社法第八編罰則（会社法九六〇条以下）中の九六八条（旧商法四九四条）の株主等
























































社から援助を受けずに独立して行動しようとする会社現経営陣と反対派株主 は、法的環境の面にお て 同等な状況におかれているというべきである。
経営支配権をめぐる紛争時に、仮に会社自身と反対派株主とが対立関係にあるとしても、現行法制の下で両





他の 主から賛成票を「買う」ことは、一部の権利者が他の権利者 対して行う行為であり、会社が賛成票を「買う」行為と全く異なる性質のものである。したがって、会社による利益供与行為と反対派株主による利益提供行為とは、本来的に性質を異にしてい から、同列に論ずるべきではない。
経営支配権の争奪が生じること自体が稀であった日本においては、反対派株主が他の株主に利益を提供して










































は、決して望ましいも では いのであろう。委任状争奪戦 局面における利益供与は、会社によ も に 、あるいはそれ以外の者によるものにも、共通する何らかの不当な要素が含まれていると思われる。この問題に対しては、株式会社制度におけ 議決権に関する制度設計 基本理念、すなわち、なぜ議決権が株主に付与されるように制度設計されている かということから、検討す 必要があ 。
共益権の中核をなす権利である議決権については、 「株主総会が決議をなすについて、その表決をなす権利











































































































































に妥当性がある場合や 財 流出を直接伴わない場合（たとえば証券取引 ため 情報提供）も、禁止
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「私的利益」の提供先は、会社とは限らず、広範に存在する。現行の利益供与禁止規定は、提供する者が会社である場合のみを規制対象としてい 「 社資産の不適切な使用」と「株主権利行使に影響を及ぼすこと」とは、ともに本規定による違法性判断に不可欠な要件であるから、委任状争奪戦の局面においては、同様に利益供与を手段とする多数派工作であるにもかかわらず 反対派株主等の会社でない者によ 行為が容認されてよいという不適切な結論になるおそれがある。
現行の利益供与禁止規定のように、 「会社資産の不適切 使用」を不可欠な要件にす 必然性は本当にある
のか、という問題 検討しなければならない。また、言い換えれば、 「 社資産 不適切 使用」を不可欠な要件とする本規定は、その条文構成が本 定の現代社会 ニーズに相呼応する高次な立法趣旨に相応 いものであるか否かとの判断をすべきである。総会屋活動に悩まされた時期から現時点に移り 未来志向性のある検討が望ましいと考える。
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を放棄し、会社全体の利益を損なうような状況を作り出すリスクがある。そのリスクを回避するには、株主に「私的利益」を提供する側の行為を規制し、会社運営および株主総会運営の健全性を図る対策を講じる必要性が生じてくる。その対策 関しては、高次な立法趣旨からみて、利益供与禁止規定が最適な規制であるが、現行の利益供与禁止規定は、内容構成上 制限に り、理想的な解決を図れない。したがって、現行の利益供与禁止規定を修正し、新たな法規制を創設すること って、問題の るべきで 。
新たな法規制の創設については、会社法九六八条における「不正な請託」という要件を削除し、株主等の権




















れる利益の出処を会社資産に限定す 前提は依然として維持 、委任状争奪戦における利益供与問題の根本的な解決策にはなり得ない のである。
前述したように、利益供与禁止規定は、その高次な立法趣旨から、 「会社資産の不適切な使用」を不可欠な


































り下がることを看過すべきではない。こ ことが委任状争奪戦 ける 利 の公正性を確保する立法措置を必要 する所以である
現行の利益供与禁止規定により、委任状争奪戦における利益供与の問題に対処するには、そもそもそ 成立







。 「名正しからざれば、則ち言順はず、言順はざれば、則ち事成らず」 （ 『論











日昔明子「買収防衛策の導入傾向―平成二六年六月総会を経て」 （ 『資料商事法務 三六九 二〇一四 一三 のグラ
フ一によれば、二〇一四年六月末の時点で、敵対的買収防衛策を導入している上場会社は四九三 であった。
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理行使の勧 は、株主総会の 議の前段階の事実行為であって、株主総会決議の方法ということはできない」と判示した裁判例（東京地判平成一七年七月七日 例時報一九一五号一五〇頁）があるが（もっとも この判決の理論構成に対しては、批判的な意見が多い。例えば、岩原紳作〈発言〉 「座談会：会社法への実務対応に伴う問題点の検討―全面適用下の株主総会で提起された問題を中心に」 〈 『商事法務』 八〇七号、二〇〇七年〉二六頁、新山雄三「会社判例プラザ（
（（）―東京地裁
平成十七年七月七日判 」 〈 『判例タイムズ』一二五八号、二〇〇 年〉五五頁、等） 本件では 会社による勧誘は、書面投
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に反対するものとして、機関権限 （田中耕太郎「わが国に於ける社員権理論」 「独逸に於ける社員権理論」 「固有権の理論に就て」 〈 『商法研究・第二巻』 、岩波書店 一九二一年〉一五五～三九八頁 株式債権論（松田二郎「株主の共益権と自益権」 〈 『株式会社法研究』初版、弘文堂、一九五九年〉三～九二頁 同『株式会社法 理論：株式本質論を中心にして』初版〈岩波書店、一九六二年〉三〇～五三頁）などが主張されてきた。これらの反対説によると、共益権行使 よ て追求す
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議事録の閲覧等の制限、 単位株の単位引上げ よる議決権行使 制限等 総会屋の活躍の場を狭めるための措置が講ぜられた
（
55）　
会社法制における利益供与禁止規定の詳細な立 経緯 つ 服部栄三「利益供与の禁止規定 新設―立法サイド



































なものと捉えるべきであるとされる。また、 田中誠二「改正会社法の法理上の新問題点」 （ 『商事法務』九二四号、 一九八一年）八三四～八四一頁によれば、かかる規定は、総会屋対策に加え、子会社 親会社への利益供与 も適用され 株主および債権者の利益保護のための政策的規定とも捉えるべきであ とされる。
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流経法学　第15巻 第 1 号
（
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「会社財産」と解する説（佐々木史朗「株主に対する利益供与罪について」 〈 『名経法学』創刊号、一九九四年〉 ） 、 「株主の権利行使の公正」と解する説（芝原・前掲注（
1（） 、二八〇頁） 、広義的に「会社運営の健全性」と解する説（垣口克彦「利益



























関俊彦「利益供与の禁止―問題提起とその解明（上） 」 （ 『商事法務』九五二号、一九八二年）四頁。
（
（（）　
元木伸『改正商法逐条解説』改訂増補版 商事法務研究会、一九八 年）二一九～二 〇頁によれば、昭和五六年商 改
















































勧誘方法の瑕疵は株主総会の決議に影響を与えられるものであり、勧誘方法の法令違反はそのまま決議方法の法令違反 みるか、若しくは決議方法が著しく不公正である原因 み ほうが妥当であると考える。
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ている。その時代の倫理思想に反することや、違反された法 周知性 どの要件が主張されてい 。判例の態度も、それぞれの事案についての具体的判断を前提としているので、必ずしも一貫しないようにみえる。利益提供行為が株主総会の適正な運営ないし株式会社 経営に回復できない弊害をもたらしかねないこと、および不法原因給付の返還拒否が給付者に対する制裁的な意味を有することに鑑み 、その該当性 肯定 るほうが望ましいと考える。不法原因給付の該当性に関する学説および判例理論につい は、我妻栄・有泉亨・清水誠・田山輝明『我妻・有泉コンメンタール民法―総則・物権・債権―』第三版（日本評論社、二〇一三年）一二九二～一三〇〇頁を参照。
（
（（）　
勧誘者（会社でない者）が利益の提供を実施し、賛成票を集め、自らの提案の可決を図り、会社の経営支配権を獲得する
などの目的をいう。
（
（（）　
宮島・前掲注
（（） 、八七頁。
（
（（）　
森本・前掲注（
5（） 、三頁。
